
   
 

令 和 ３ 年 １ ０ 月 ８ 日 

不動産・建設経済局不動産業課 

 

「宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」を策定しました 

 

 

国土交通省では、「不動産取引における心理的瑕疵に関する検討会」での議論を踏まえ、「宅地

建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」を策定しました。 

 

 

１．背景・経緯 

〇 不動産取引にあたって、取引の対象不動産において過去に生じた人の死に関する事案に

ついて、宅地建物取引業者による適切な調査や告知に係る判断基準がなく、取引現場の判

断が難しいことで、円滑な流通や、安心できる取引が阻害されているとの指摘があります。 

 

〇 国土交通省では、宅地建物取引業者が宅地建物取引業法上負うべき義務の解釈につい

て、令和２年２月より「不動産取引における心理的瑕疵に関する検討会」において検討を進

め、同検討会での議論や、本年 5月から 6月に実施したパブリックコメントを踏まえ、標記ガイ

ドラインをとりまとめました。 

 

２．本ガイドラインの概要 

〇 本ガイドラインは、取引の対象不動産において過去に人の死が生じた場合において、宅地

建物取引業者が宅地建物取引業法上負うべき義務の解釈について、現時点における裁判例

や取引実務に照らし、一般的に妥当と考えられるものを整理し、とりまとめたものです。 

 

〇 本ガイドラインにおいては、例えば以下の事項等について整理しており、詳細は別紙１（概

要）及び別紙２（ガイドライン）をご確認ください。 

 宅地建物取引業者が媒介を行う場合、売主・貸主に対し、過去に生じた人の死について、

告知書等に記載を求めることで、通常の情報収集としての調査義務を果たしたものとする。 

 取引の対象不動産で発生した自然死・日常生活の中での不慮の死（転倒事故、誤嚥など）

については、原則として告げなくてもよい。 

 賃貸借取引の対象不動産・日常生活において通常使用する必要がある集合住宅の共用

部分で発生した自然死・日常生活の中での不慮の死以外の死が発生し、事案発生から概

ね３年が経過した後は、原則として告げなくてもよい。 

 人の死の発生から経過した期間や死因に関わらず、買主・借主から事案の有無について

問われた場合や、社会的影響の大きさから買主・借主において把握しておくべき特段の事

情があると認識した場合等は告げる必要がある。 

 

 

 



＜参考＞ 

「不動産取引における心理的瑕疵に関する検討会」ホームページ 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_cons

t_tk3_000001_00015.html 

 

 

（お問い合わせ先） 
国土交通省 不動産・建設経済局不動産業課 担当 淺野・岡田 
電 話：03-5253-8111（代表）25118（内線） 

 ＦＡＸ：03-5253-1557 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk3_000001_00015.html
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk3_000001_00015.html

